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【ＦＩ】
   Ａ６１Ｋ  45/00    　　　　
   Ｃ１２Ｑ   1/48    ＺＮＡＺ
   Ａ６１Ｐ  43/00    １１１　
   Ａ６１Ｐ   5/00    　　　　
   Ａ６１Ｐ  25/28    　　　　
   Ａ６１Ｐ  15/10    　　　　
   Ａ６１Ｐ  31/04    　　　　
   Ａ６１Ｐ   1/04    　　　　
   Ａ６１Ｐ  35/00    　　　　
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   Ａ６１Ｐ  25/18    　　　　
   Ａ６１Ｐ  15/08    　　　　
   Ａ６１Ｐ  37/06    　　　　
   Ａ６１Ｐ  35/04    　　　　
   Ａ６１Ｐ  17/06    　　　　
   Ａ６１Ｐ  19/02    　　　　
   Ａ６１Ｐ  29/00    １０１　
   Ａ６１Ｐ   9/10    １０１　
   Ａ６１Ｐ  37/02    　　　　
   Ａ６１Ｐ   1/14    　　　　
   Ａ６１Ｐ  25/20    　　　　
   Ａ６１Ｐ   3/00    　　　　
   Ａ６１Ｐ  25/02    １０３　
   Ａ６１Ｐ  43/00    １０７　
   Ａ６１Ｐ  43/00    １０５　
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   Ｃ０７Ｋ   7/06    　　　　
   Ｃ０７Ｋ  14/47    　　　　
   Ｃ１２Ｎ  15/00    　　　Ａ

【手続補正書】
【提出日】平成20年12月22日(2008.12.22)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５１】
　当初、希少なプロリン特異的プロテアーゼグループのうちで、DP IVは、唯一膜結合性
酵素で、ポリペプチド鎖のアミノ末端でその端から2番目残基のプロリンに特異性がある
と考えられていた。しかしながら、DP IVと構造的に相同性はないが、同様の酵素活性を
もつ、他の分子が同定された。今までに同定されたDP IV様酵素は、例えば、Sedo、及びM
alik（Sedo、及びMalikの論文、2001, Biochim Biophys Acta, 36506, 1-10）、及びAbbo
tt、及びGorrell（Abbott, C.A.、及びGorrell, M.Dの著書、エクトペプチダーゼ（Langn
e、及びAnsorge編集、Kluwer Academic／Plenum Publishers, New York中、171-195ペー
ジ））による総説に記載されている線維芽細胞活性化タンパク質α（fibroblast activat
ion protein α）、ジペプチジルペプチダーゼIV β、ジペプチジルアミノペプチダーゼ
様タンパク質、N-アセチル化α結合型酸性ジペプチダーゼ、休止細胞プロリンジペプチダ
ーゼ（quiescent cell proline dipeptidase）、ジペプチジルペプチダーゼII、アトラク
チン、及びジペプチジルペプチダーゼIV 関連タンパク質（DPP 8）、DPL1（DPX、DP6）、
DPL2、及びDPP 9 がある。最近、ジペプチジルペプチダーゼ10（DPP 10）のクローニング
、及び特性が報告された（Qi, S.Y.らの論文、Biochemical Journal Immediate Publicat
ionにおいて、2003年3月28日に原稿番号BJ20021914として発表）。
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